
 

 

 

 
 

新型コロナウイルス感染症が５類感染症に変更されてから、初めての

新年を迎えましたが、過去３年と同様に、新規感染者数は全国的に増加

しています。 

本県でも、１月に入って急速に増加し、「感染警戒期」の水準に達し

ました。多い日では一日に約１，８００人もの陽性者が発生しています。 

現在のところ、オミクロン株・XBB 系統の一種である EG.5 系統が引

き続き主流ではあるものの、JN.1など新たな系統も出てきています。◆ 

さらに今後、感染力の強い変異株が発生する可能性もあり、油断はでき

ません。 

また、季節性インフルエンザについても、１１月には約４年ぶりに◆

警報を発表しましたが、現在も感染が収まる気配はありません。 

さらに、咽頭結膜熱も１１月には初めて警報レベルを超えました。 

こうした中、「令和６年能登半島地震」が発生し、現在、県内各地の

医療従事者など、多くの方々が被災地の支援に当たっています。ここで、

更なる感染の拡大を許し、医療ひっ迫を招くことは、何としても避けな

ければなりません。初心に立ち返って、今、必要な対策にしっかりと取

り組むことが必要です。 

 
 
 
 
 
 
 

今冬も感染対策の徹底を 

 



 

 

 

改めて、新型コロナの特性を振り返りますと、 

〇 感染力が非常に強く、条件が揃えば一気に感染が拡がること、 

〇 無症状でも感染を広げるリスクがあること、 

〇 高齢者や基礎疾患のある方の重症化リスクが高いこと、 

〇 症状の有無に関わらず、後遺症に苦しむことがあること、 

〇 ワクチンは有効だが、一定期間で効果が薄れること、 

などが挙げられますが、こうした実態は、依然として何ら変わるもの

ではありません。 

県民の皆様には、以下に掲げるとおり、新型コロナをはじめとする感

染症の拡大に十分な警戒をお願いいたします。 

【県民の皆様へのお願い】 

○ 定期的な換気、こまめな手洗いや手指消毒、効果的な場面でのマスク

着用など、引き続き基本的な感染対策の励行をお願いします。 

○ 体調不良の際、症状が軽くても無理をせず行動をストップし、かかり

つけ医の受診や積極的な検査をお願いします。 

○ 重症化リスクの高い方が、混雑した場所へ出かける場合は、マスクを

着用するなど自らの命を守る取組みをお願いします。 

○ 高齢者や基礎疾患のある方と会う場合には、状況に応じたマスク着用

など重症化リスクの高い方を感染させないための配慮をお願いします。 

○ 新型コロナワクチンとインフルエンザワクチンの接種の検討をお願い

します。特に、重症化リスクの高い高齢者や基礎疾患のある方には、◆

ワクチンの接種をおすすめします。 

○ 医療のひっ迫を防ぐため、解熱鎮痛薬、抗原定性検査キットなどを◆

事前に準備するとともに、救急外来や救急車は真に必要な場合にのみ◆

利用をお願いします。 

 

令和６年１月１５日 

岐阜県知事 
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医療負荷増大期
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冬季における新規陽性者数（１週間平均）の推移
【令和５年度の数値は推計値を用いて算出】
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感染小康期

感染警戒期
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令和５年度
令和４年度（第８波）

令和３年度（第６波）
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警 報

注 意 報

令和元年度（コロナ前）

令和３年度（コロナ禍下）

令和５年度

※厚生労働省による週1回の公表数値に基づいて算出

※岐阜県における発表等の基準（岐阜県インフルエンザ注意報及び警報発表要領）
注意報発表：県内の１以上の保健所管内で「定点医療機関当たり１０例」以上となった場合
警報発表：県内の１以上の保健所管内で「定点医療機関当たり３０例」以上となった場合

20.82人
（2024/1/1～1/7）

岐阜、関、可茂及び飛騨保健所
管内で３０を超えたため、
県の基準に基づき警報を発表


